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研究成果の概要（和文）：「学校に行きたくない」と感じながら登校する小中学生への支援につ

いて、学校生活スキル（学校で適応的に生活するスキル）とソーシャルサポート（人から支え

られている感覚）の視点から検討を加え、一学年間及び中学入学段階の変化を追跡調査した。

その結果、１学期で多くのサポートを受け、多様なスキルを獲得することが、あらゆる不登校

傾向を低下させていた。また、中学進学時の状況には、各不登校傾向に応じたスキルとサポー

トを高める必要が示された。

研究成果の概要（英文）：The relation between the elementary and junior high school
students’ tendency toward non-attendance at school and their school life skills or social
supports were examined. Main results through the longitudinal investigations were as
follows: (1) Students who received lots of social supports or acquired many school life
skills at first semester, often wanted to go to school. (2) Specific school life skills
and social supports according to the characteristics of the tendencies were needed at
transition to junior high school.
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１．研究開始当初の背景
不登校は、今なお大きな課題として学校教

育において存在している。これまでの研究に
よって、登校している児童生徒の中に既に
「学校に行きたくない」という感情（不登校
傾向）が多くあること、それは複雑な心的構
造を有していることが明らかになった。しか
し、具体的に個々の生徒のどのような側面に
アプローチすればよいのかについては、未だ

明らかではない。
そこで、学校教育で教師が支援の指針とし

やすく、実際の支援に取り組みやすい「学校
生活スキル」の視点を取り入れ、どのような
不登校傾向の場合にいかなる学校生活スキ
ルを身につける必要があるのか、という点を
主に探る必要があると考えた。また、一学年
間及び小学から中学への進学時を通じた短
期縦断的調査を実施することにより、実際に
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各不登校傾向が低減あるいは増加した児童
生徒を抽出し、検討する必要があると考えた。
加えて、その視点を効果的なものとするため、
支援の担い手としてのソーシャルサポート
の存在や、児童生徒が登校を回避する場面と
その時に「登校するために行っている工夫」
も明らかにすることとした。

２．研究の目的
(1) 研究全体を通じて使用する尺度を開発
する。
(2) 小中学生自身がどのような場面で「学校
に行きたくない」と感じ、またそのような時
に児童生徒はどのような工夫をして登校す
る気持ちに結びつけているのかを検討する。
(3) 「学校に行きたくない」気持ち（不登
校傾向）と他変数(学校生活スキル、ソーシ
ャルサポート)との関連を探ることにより、
不登校傾向低減のために必要な援助方法の
検討を行う。
(4) 一学年間に「学校に行きたくない」気
持ち（不登校傾向）が低減した者を抽出し、
その児童生徒の学校生活スキルやソーシャ
ルサポートの特徴を探ることによって、不登
校傾向低減のために必要な援助方法の検討
を行う。
(5) 小学校から中学校への進学にあたって
「学校に行きたくない」気持ち（不登校傾
向）が低減した者を抽出し、その児童生徒の
学校生活スキルやソーシャルサポートの特
徴を探ることによって、不登校傾向低減のた
めに必要な援助方法の検討を行う。

３．研究の方法
(1)目的(1)について

小学生用不登校傾向尺度の作成のため、小
学校教諭 12 名及び小学生の教育相談の担当
経験がある心理士 5名を対象とした予備調査
を実施した。調査内容は、五十嵐･萩原(2004)
の中学生用不登校傾向尺度 13項目を提示し、
小学校高学年の児童に理解できる表現に修
正するよう求めるものである。2008 年 5 月～
6 月に郵送法により実施した。
また、その結果をもとに小学生 289 名を対

象として調査を実施し、信頼性と妥当性の検
討を行った。調査内容は、予備調査で作成さ
れた小学生用不登校傾向尺度案と学校生活
享受感尺度(古市, 2004)である。2008 年 9 月
～10 月に各学級で学級担任が一斉に実施し、
その場で回答・回収された。

さらに、その交差妥当性の検討のため、小
学生 546 名を対象として調査を実施した。調
査内容は、これまでに作成された小学生用不
登校傾向尺度である。2009 年 1 月～2月に各
学級で学級担任が一斉に実施し、その場で回
答・回収された。加えて、その再検査信頼性
の検討のため、小学生 759 名を対象として調

査を実施した。調査内容は、これまでに作成
された小学生用不登校傾向尺度である。2009
年度 1学期および 2学期に、各学級で学級担
任が一斉に実施し、その場で回答・回収され
た。
(2)目的(2)について
①小中学生に適用可能な登校回避場面測定
尺度を作成するため、小中学生 261 名を対象
とし、学校に行きたくないと感じても登校す
ることがあるかどうかについて尋ねた後、
「ある」と答えた者に対し、それがどのよう
な時であるかということについて、自由に記
述してもらった。2008 年 6 月～7 月に各学級
で学級担任が一斉に実施し、その場で回答・
回収された。結果は、教員養成系大学に在籍
する大学生 4名により、KJ 法によって分類さ
れた。その結果を受け、小中学生 391 名を対
象に調査を実施した。調査内容は、予備調査
で得られた登校回避場面測定尺度案 29項目、
不登校傾向尺度（小学生は本研究で作成した
もの、中学生は五十嵐・萩原(2004)を使用）
であった。2008 年 9 月～10 月に各学級で学
級担任が一斉に実施し、その場で回答・回収
された。
②小中学生に適用可能な登校回避感情対処
方略尺度を作成するため、小中学生 261 名を
対象とし、学校に行きたくないと感じても登
校することがあるかどうかについて尋ねた
後、「ある」と答えた者に対し、そのような
時に「それでも気持ちを切りかえたり、学校
に行くために、どんな工夫をしているか」と
いうことについて、自由に記述してもらった。
2008 年 6 月～7月に各学級で学級担任が一斉
に実施し、その場で回答・回収された。結果
は、教員養成系大学に在籍する大学生 4名に
より、KJ 法によって分類された。その結果を
受け、小中学生 391 名を対象に調査を実施し
た。調査内容は、予備調査で得られた登校回
避感情対処方略尺度案 37 項目、学校ストレ
スコーピング尺度（小学生は大竹・島井・曽
我(2001)、中学生は三浦・坂野・上里(1997)
を使用）であった。2008 年 9 月～10 月に各
学級で学級担任が一斉に実施し、その場で回
答・回収された。加えて、その交差妥当性を
検討するために、小中学生 603 名を対象に調
査を実施した。調査内容は、これまでに作成
された登校回避感情対処方略尺度である。
2009 年度 1学期に、各学級で学級担任が一斉
に実施し、その場で回答・回収された。さら
に、その再検査信頼性を検討するため、小中
学生 279 名を対象に調査を実施した。調査内
容は、これまでに作成された登校回避感情対
処方略尺度である。2009 年度 1学期および 2
学期に、各学級で学級担任が一斉に実施し、
その場で回答・回収された。
③登校回避場面の質的違いによって、登校回
避感情対処方略にどのような違いがあるの



か明らかにするため、小中学生 391 名を対象
に調査を実施した。調査内容は、登校回避場
面尺度、最も登校を回避する場面の選択、登
校回避感情対処方略尺度である。2008 年 9 月
～10 月に各学級で学級担任が一斉に実施し、
その場で回答・回収された。
(3)目的(3)について
「学校に行きたくない」気持ち（不登校傾

向）と他変数(学校生活スキル、ソーシャル
サポート)との関連を探るため、小中学生
1410 名を対象に調査を実施した。調査内容は、
不登校傾向尺度（小学生は本研究で作成した
もの、中学生は五十嵐・萩原(2004)を使用）、
学校生活スキル尺度（小学生は山口・飯田・
石隈(2005)、中学生は飯田・石隈(2002)を使
用）ソーシャルスキル尺度（小学生は岡安・
由地・高山(1998)、中学生は岡安・高山(1999)
を使用）であった。2009 年度 1学期に、各学
級で学級担任が一斉に実施し、その場で回
答・回収された。
(4)目的(4)について

一学年間に「学校に行きたくない」気持ち
（不登校傾向）が低減した者を抽出し、その
児童生徒の学校生活スキルやソーシャルサ
ポートの特徴を探るため、小中学生 1410 名
を対象に調査を実施した。調査内容は、不登
校傾向尺度（小学生は本研究で作成したもの、
中学生は五十嵐・萩原(2004)を使用）、学校
生活スキル尺度（小学生は山口・飯田・石隈
(2005)、中学生は飯田・石隈(2002)を使用）
ソーシャルスキル尺度（小学生は岡安・由
地・高山(1998)、中学生は岡安・高山(1999)
を使用）であった。2009 年度 1学期・2 学期・
3 学期に、同一対象者に対して各学級で学級
担任が一斉に実施し、その場で回答・回収さ
れた。
(5)目的(5)について

小学校から中学校への進学にあたって「学
校に行きたくない」気持ち（不登校傾向）が
低減した者を抽出し、その児童生徒の学校生
活スキルやソーシャルサポートの特徴を探
るため、383 名を対象に小学校卒業前の時点
から中学校入学後の時点までを追跡調査し
た。調査内容は、不登校傾向尺度（小学生時
点では本研究で作成したもの、中学生時点で
は五十嵐・萩原(2004)を使用）、学校生活ス
キル尺度（小学生時点では山口・飯田・石隈
(2005)、中学生時点では飯田・石隈(2002)を
使用）ソーシャルスキル尺度（小学生時点で
は岡安・由地・高山(1998)、中学生時点では
岡安・高山(1999)を使用）であった。2008 年
度 3学期・2009 年度 1学期に、同一対象者に
対して各学校段階の各学級で学級担任が一
斉に実施し、その場で回答・回収された。

４．研究成果
(1)目的(1)について

小学生用不登校傾向尺度は、「休養を望む
不登校傾向」「遊びを望む不登校傾向」の 2
因子構造であり、中学生用と比較して単純な
構造であった。また、その信頼性・妥当性は
ともに十分であり、有用な尺度であることが
実証された。交差妥当性についても十分な結
果が得られた。
(2)目的(2)について
①登校回避場面測定尺度は、信頼性、妥当性
ともに十分であることが確認された。また、
その構造は「気分・体調の不良時」「学習面
のトラブル発生時」「心理面のトラブル発生
時」という 3 因子構造であって、しかもそれ
らは相関関係を保っており、複雑に絡み合っ
て認知されていることが明らかとなった。こ
れらを踏まえれば、子どもたちは様々な場面
で登校回避感情を経験し、またどこかでその
感情を抱くとその他の場面でも「行きたくな
い」と感じやすくなることが示唆される。
②登校回避感情対処方略尺度は、信頼性・妥
当性ともに十分であり、有用な尺度であった。
そしてそれらの下位構造は、「友人サポート」
「気晴らし」「認知的抑制」というものであ
り、積極的な問題解決を図っていく「問題焦
点型」対処方略ではなく、問題に対する情動
的な反応をコントロールしてその苦痛を軽
減させようとする「情動焦点型」対処方略で
あると言える。ラザルス・フォルクマン
(1991)は、この情動焦点型対処方略について、
問題に対する対処可能性が低いと判断され
る時に用いられると述べている。この指摘を
踏まえると、児童・生徒にとって、登校回避
場面は「自分の力ではどうにもできない」と
感じるような事態であり、唯一自ら実行可能
な対処方略として、以上のような 3 種類の方
法が選択されていると示唆される。
③何となく不調であるという場面（「気分・
体調の不良時」）で登校回避感情を感じやす
い者は「気晴らし」方略を多く選択する一方、
勉強がわからないなどの「学習面のトラブル
発生時」に登校回避感情を感じやすい者は
「考えないようにする」といった対処方略
（「認知的抑制」）を多く用いていることが明
らかとなった。また「認知的抑制」は、人間
関係等で明確な悩みがある場合（「心理面の
トラブル発生時」）に登校回避感情を感じや
すい者も、同様に多く用いている対処方略で
あることが明らかとなった。
(3)目的(3)について

小中学生ともに、全ての学校生活スキル及
びソーシャルサポートと、全ての不登校傾向
の間に有意な負の相関関係が認められた。し
たがって、程度の差はあるものの、あらゆる
学校生活スキルとソーシャルサポートを高
める支援が、不登校傾向低減のために有効で
あることが示唆された。
(4)目的(4)について



小学生では、「休養を望む不登校傾向」で
「コミュニケーションスキル」が年間を通じ
て影響力を示していた。友人関係におけるコ
ミュニケーションがうまくいかない課題が
疲労感へと結びつき、休養したいと考えるよ
うになると考えられる。また、両親のサポー
トが短期的に影響しており、五十嵐・萩原
(2004)を裏付けている。「遊びを望む不登校
傾向」では、「集団活動スキル」「自己学習ス
キル」「課題遂行スキル」「コミュニケーショ
ンスキル」「健康維持スキル」による短期的
な影響力が示された。特に「集団活動スキル」
の影響力は長期的であり、集団生活上で必要
となる衝動の統制が困難であることが享楽
的な活動への逃避願望を強めていることと
推察される。

中学生では、「遊び・非行に関連する不登
校傾向」で「自己学習スキル」及びあらゆる
サポートのなさが年間を通じた影響力を示
した。また、「別室登校を希望する不登校傾
向」では、こうした学習面の課題に加え、集
団活動、コミュニケーションのスキルが短期
的に負の影響を与えていたほか、友人サポー
トが年間を通じて負の影響を与えていた。
「精神・身体症状を伴う不登校傾向」では、
コミュニケーションと健康維持に関するス
キル及び友人サポートが年間を通じて影響
していた。さらに、「在宅を希望する不登校
傾向」では、1 学期から 2 学期への短期的影
響のみ全ての学校生活スキルにおいて認め
られたほか、母親や友人からのサポートが短
期的に影響していた。

これらより、小学生では親、中学生では友
人からのサポートが重要であるという対人
関係の発達的特徴が影響していることが示
唆された。また、各不登校傾向によって課題
となる学校生活スキルが異なるという事実
が明らかとなり、学校教育における支援の方
向性が見出された。
(5)目的(5)について

中学校へ進学後に「別室登校を希望する不
登校傾向」を増加させた者は、小学校段階で
の「集団活動スキル」「課題遂行スキル」と、
中学校段階での「集団活動スキル」が低かっ
た。小学校で、適切な課題の実行や集団での
自己統制の苦手さを自覚し、不登校傾向を強
めたとも推測される。加えて、中学校ではさ
らに多様な集団生活が求められる中、その集
団での行動に自信が持てない場合に別室で
の生活を希望するようになるとも示唆され
る。

中学校へ進学後に「遊び・非行に関連する
不登校傾向」を増加させた者の特徴は、中学
校段階の「進路決定スキル」が低かったこと
である。「進路決定スキル」は将来を考える
ことにつながる(飯田・石隈, 2006)が、非行
少年は未来指向的な時間的展望に乏しいと

一貫して指摘されている(河野、 1998)。中
学校における進路指導は、この点に働きかけ
る有効な支援策と考えられる。

中学校へ進学後に「精神・身体症状を伴う
不登校傾向」を低下させた者の特徴は、中学
校段階での「同輩とのコミュニケーションス
キル」が高いことである。友人とのコミュニ
ケーションが重要さを増す中学校段階で、そ
のスキルが高く身に付いていると、十分なサ
ポートが得られて様々な心身の症状を示さ
ずにすむと考えられる。

中学校へ進学後に「在宅を希望する不登校
傾向」者は、概して中学校段階での全てのス
キルが低かった。特に小学校段階で既に「自
己学習スキル」「課題遂行スキル」「健康維持
スキル」が低いことも明らかとなった。学校
での主たる活動である学習関連の事柄、およ
び自身の生活を支える健康に関する事柄へ
の自信の喪失を背景として登校への意欲が
失われ、中学校でさらに多くの活動場面にお
ける自信を喪失した場合に、逃避的な願望か
ら家での生活を望むようになると推測され
る。

なお、中学校へ進学後に「遊び・非行に関
連する不登校傾向」「在宅を希望する不登校
傾向」を増大させた者は、共通して小中学校
段階ともに母親サポートが低いという特徴
が認められた。このことは、先行研究(酒井・
菅原・眞榮城・菅原・北村(2002); Rubin,
Dwyer, Kim, Burgess, Booth-Laforce, and
Rose-Krasnor(2004))と一致している。なお、
「在宅を希望する不登校傾向」の増大には、
中学校段階での父親、教師、友人からのソー
シャルサポートも関与していることから、あ
らゆる対人関係上の困難を感じることによ
り、それらの関係性を避けるために「在宅を
希望する不登校傾向」が増大する可能性が示
唆される。したがって、様々なサポート源が
協力・連携してサポート量を増加させること
により、「在宅を希望する不登校傾向」の低
減に結びつけることができるのではないか、
と推察される。
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